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件     名 

 

i-Construction を推進・普及させるために 

地方自治体等の取組状況、意見交換を行います！ 

～第３回近畿ブロック i-Construction 推進連絡調整会議を開催～ 

  

概     要 

 

 

 

 

 

 

 i-Construction の取組を円滑かつ効果的に推進・普及させるた

めに設立（H28.3.22）した学識者・国・地方公共団体及び関係業

団体等による「近畿ブロック i-Construction 推進連絡調整会議」

の第３回会議を開催します。 

 

●日時：平成３０年７月１３日（金）１１時００分～１２時００分 

●場所：大阪合同庁舎第一別館２階 大会議室 

●議事 

  １．近畿地方整備局の取組状況 

  ２．地方自治体等への普及方策 

  ３．意見交換 

※会議は、マスコミ関係者には公開で開催します。ただし、写真撮影

は、冒頭あいさつまでとさせていただきます。 

  

取  扱  い ――――――― 

  

配 布 場 所 近畿建設記者クラブ 大手前記者クラブ 

  

問 合 せ 先 

 

 

 

 

国土交通省 近畿地方整備局 

企画部 技術管理課 課長    古賀
こ が

 聡明
としあき

（内線３３１１） 

          課長補佐  本田
ほ ん だ

 明
あきら

（内線３３１２） 

           Tel ０６－６９４２－０２０７（直通） 

   （問合せ・取材申し込み） 

    施工企画課 課長    久野
ひ さ の

 啓嗣
け い じ

（内線３４５１） 

          建設専門官 武本
たけもと

 昌
まさ

仁
ひと

（内線３４５４） 

           Tel ０６－６９２０－６０２３（直通） 

 



 

第３回 近畿ブロック i-Construction 推進連絡調整会議 

 

日時：平成３０年７月１３日（金）11:00～12:00  

    場所：大阪合同庁舎 第１別館 ２階 大会議室  

 

 

 

議事次第 

 

１．近畿地方整備局の取組状況 

①平成 29 年度の取組状況 

②平成 30 年度の取組方針 

③ICT 土工の現状分析 

 

２．地方自治体等への普及方策について 

①モデル事業について 

②補助金制度 

③ICT 推進アドバイザー 

 

 

３．意見交換 

①自治体（各府県政令市）の取組状況 

②特殊法人等の取組状況 

③建設業団体等の取組状況 



近畿ブロック i-Construction推進連絡調整会議 

＜設置目的＞ 
○国土交通省が進める建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を目指すi-Constructionの取り組み を
推進するため、近畿地方整備局におけるi-Construction（ 「ＩＣＴ技術の全面的な活用」、「規格の標準化」、「施工時期
の平準化」 「受発注者間のコミュニケーションによる施工の円滑化」）の取り組みを円滑且つ効果的に普及活動を推
進するため地方公共団体及び関係業団体等の産学官による近畿ブロックi-Construction推進連絡調整会議を設置す
る。 

＜メンバー＞ 

○学識：大学（専門分野：施工、ＣＩＭ）、土木学会関西支部 

○行政：（近畿地方整備局）企画部長、 （自治体）各府県政令市・自治体技術管理課等課長 

○特殊法人等：西日本高速道路㈱、阪神高速道路㈱、本州四国連絡高速道路㈱、(独)都市再生機構西日本支社、(独)水資源機構関西吉
野川支社、日本下水道事業団近畿中国総合事務所、(独)鉄道建設・運輸整備支援機構鉄道建設本部大阪支社 

○関係団体：（一社）日建連関西支部、（一社）道建協関西支部、（一社）橋建協、（一社）PC建協関西支部、（一社）各府県建設業協会、（一
社）建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会近畿支部、（一社）全国測量設計業協会連合会近畿地区協議会、（一社）関西地質調査業協会、（一社）関西ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ製品協会、（一社）日本建設機械施工協会関西支部、（一社）日本埋立浚渫協会近畿支部、（一社）港湾技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会、（一社）
日本建設機械レンタル協会関西支部 

＜ＷＧ＞ 

○取り組みを円滑且つ効率的に推進する観点からWGを設置することができる。 

＜役割＞ 

① i-Constructionの普及促進に向けたアクションプラン策定 

  ・研修会、現場見学会の企画   ・課題解決に向けた取り組み 

②地方公共団体のi-Construction普及活動の取り組み 

③建設業界（施工業者、機器レンタル業者、測量・設計コンサルタント）のi-Construction普及の取り組み 


